
第 25 期 決 算 公 告
東京都新宿区四谷１丁目６番１号

PayPay銀行株式会社

代表取締役社長　田鎖 智人

(単位：百万円)

223,535 1,912,249

預 け 金 223,535 普 通 預 金 1,731,094

63,000 定 期 預 金 139,388

282,333 そ の 他 の 預 金 41,765

12,512 101,900

626,554 32,831

国 債 96,712 9,988

地 方 債 232,349 2,718

社 債 281,855 4,853

そ の 他 の 証 券 15,636 171

935,833 10,059

証 書 貸 付 674,107 1,083

当 座 貸 越 261,726 1,251

406 2,705

外 国 他 店 預 け 406 358

22,666 464

未 決 済 為 替 貸 6,567 17

前 払 費 用 517 2,047,820

未 収 収 益 3,579

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 2,132 72,216

金 融 派 生 商 品 1,963 39,593

株 式 交 付 費 54 39,593

そ の 他 の 資 産 7,851 39,244

3,291 2,108

建 物 1,194 37,135

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 2,097 繰 越 利 益 剰 余 金 37,135

12,640 △ 6,994

ソ フ ト ウ ェ ア 12,640 144,060

4,052 △ 6,304

△ 1,250 △ 6,304

137,755

2,185,576 2,185,576

金        額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

科       目 金        額 科       目

前 受 収 益

現 金 預 け 金 預 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託 借 用 金

有 価 証 券 そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 の 部 合 計

貸 出 金 先 物 取 引 受 入 証 拠 金

金 融 派 生 商 品

外 国 為 替

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

資 本 準 備 金

有 形 固 定 資 産 利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 産

２０２５年６月２４日

貸借対照表（２０２５年　３月３１日現在）

そ の 他 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産 その他有価証券評価差額金

貸 倒 引 当 金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

自 己 株 式

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金



科         目 金 額

71,912

38,538

貸 出 金 利 息 32,873

有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,866

コ ー ル ロ ー ン 利 息 195

預 け 金 利 息 760

そ の 他 の 受 入 利 息 1,841

30,753

受 入 為 替 手 数 料 10,352

そ の 他 の 役 務 収 益 20,400

1,705

外 国 為 替 売 買 益 1,564

国 債 等 債 券 売 却 益 30

国 債 等 債 券 償 還 益 0

金 融 派 生 商 品 収 益 110

914

償 却 債 権 取 立 益 0

株 式 等 売 却 益 645

金 銭 の 信 託 運 用 益 4

そ の 他 の 経 常 収 益 263

60,273

2,248

預 金 利 息 2,012

コ ー ル マ ネ ー 利 息 0

借 用 金 利 息 234

28,755

支 払 為 替 手 数 料 3,187

そ の 他 の 役 務 費 用 25,567

279

国 債 等 債 券 売 却 損 121

国 債 等 債 券 償 還 損 157

27,806

1,184

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 571

貸 出 金 償 却 8

株 式 等 売 却 損 447

株 式 交 付 費 償 却 81

そ の 他 の 経 常 費 用 74

11,638

11

固 定 資 産 処 分 損 11

11,626

4,533

△ 971

3,562

8,064

経 常 収 益

特 別 損 失

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

損益計算書
２０２４年　４月　１日から

２０２５年　３月３１日まで

（単位：百万円）



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券に
ついては時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

有形固定資産は、建物は定額法、動産は定率法、その他は定額法を採用しております。また、主な耐用年数は
次のとおりであります。

建　物 １０年～１８年
動　産 ５年～１０年

　 その他 ５年
（2）無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

4. 繰延資産の処理方法
株式交付費は資産として計上し、株式交付の時から3年にわたり定額法により償却しております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

6. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計
士協会銀行等監査特別委員会報告第４号令和４年４月１４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、ポートフォリオの特性に応じて、個人向けの非事業性ローン、事業性ローン、住宅ローン
（他行から譲り受けた債権を含む）別にグルーピングを行ったうえで、主として今後１年間の予想損失額又は
今後３年間もしくは予想される残存期間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、１年間又
は３年間の貸倒実績もしくは予想される残存期間の倒産確率を見積り、これに担保の処分可能見込額又は保証
による回収可能額を考慮し計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除した残額を計上しております。すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各部
が資産査定を実施し、当該部署から独立したリスク統括部が査定結果を検証しており、その査定結果に基づい
て上記の計上を行っております。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度
に帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、
必要額を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）
による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理する方法により計上しております。

（4）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当事業年度末の要支給額を
計上しております。

7. 収益の計上方法
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務は、預金・貸出業務、為替業務及び投資信託関連業務
に係る役務の提供であり、約束した財又はサービスが顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識しております。また履行義務が一定の期間にわたり充足されるものについて
は、経過期間に基づき収益を認識しております。



重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、当事業年度以降に係る計算書類
に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

１．貸倒引当金
(1)当事業年度に係る計算書類に計上した額
貸倒引当金 １，２５０百万円
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「6．引当金の計上基準」「(1)貸倒引当金」に記載しておりま
す。
②主要な仮定
主要な仮定は予想損失額を見積もるための倒産確率及び損失見積り期間であります。
昨今の金利・物価上昇による貸出先のお客さまへの影響の懸念はありますが、現時点で非事業性ローン、事業性
ローン、住宅ローン（他行から譲り受けた債権を含む）のいずれも延滞等への影響は軽微であり、当社の予想損
失額の見積りに大きな影響はありません。
貸倒引当金の見積りは当事業年度末時点で利用可能な情報・事実に基づき、最善の見積りを行っております。
③当事業年度以降に係る計算書類に及ぼす影響
現時点では、昨今の金利・物価上昇による経済への影響の及ぶ期間と程度を合理的に推定することはできません
が、経済への影響が継続する場合には、当社の将来収益及びキャッシュ・フローに影響を及ぼすなど、その見積
りに一定の不確実性が存在します。また、将来の不確実性により、最善の見積りを行った結果としての見積られ
た金額と事後的な結果との間に乖離が生じる可能性があります。

注記事項
（貸借対照表関係）
1. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。

なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証
しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、
貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに
注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）
であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 １，１５６百万円
危険債権額 ３３百万円
三月以上延滞債権額 ２０９百万円
貸出条件緩和債権額 ２６７百万円
合計額 １，６６７百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により
経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権
の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しな
いものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債
権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、
危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

2. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 １４３，４４１百万円
担保資産に対応する債務

借用金 １０１，９００百万円
上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の取引の担保として、有価証券１０５，６１４百万円、預け金
３９百万円、及び先物取引差入証拠金２，１３２百万円を差し入れております。また、その他の資産には保証金
敷金７７７百万円が含まれております。

3. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
２８４，０２４百万円であります。
これらは全て原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
これらの契約は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由のあるときは、当社が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約後も定期的
に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

4. 有形固定資産の減価償却累計額 ３，５１３百万円
償却累計額は減価償却累計額と減損損失累計額の合計額であります。

5. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額　　９４百万円
6. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務はありません。
7. 関係会社に対する金銭債権総額 １４，４８３百万円
8. 関係会社に対する金銭債務総額 ９，１５８百万円



9. 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。
剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第4項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰
余金の配当により減少する剰余金の額に5分の1を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上しており
ます。
当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、５６０百万円であります。

（追加情報）
貸出金のうち、動産・債権譲渡特例法に基づき、譲り受けた債権は１８７，４７１百万円であります。

（損益計算書関係）
1. 関係会社との取引による収益　　　　　 

資金運用取引に係る収益総額 ５百万円
役務取引等に係る収益総額 ２２２百万円
その他の取引に係る収益総額 ３６８百万円

2. 関係会社との取引による費用　　　　   
資金調達取引に係る費用総額 １百万円
役務取引等に係る費用総額 ２２３百万円
その他の取引に係る費用総額 ２２３百万円

（関連当事者との取引関係）
1. 関係会社 （単位：百万円）

（*1）取引条件は市場と同条件、あるいは格付やそのほかの環境を勘案し決定しおります。

2. 関係会社の子会社等 （単位：百万円）

（*1）SMBCコンシューマーファイナンス株式会社より各種ローンの保証を受けており、保証料率は、保証履行実績
　　　等を勘案して交渉により決定しております。

3. 関係会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

（*1）当社の住宅ローンの貸付であります。なお、利率及び返済等の取引条件は、一般取引条件と同様であり
ます。

（注１）親会社又は重要な関連会社に関する注記
親会社情報
Zフィナンシャル株式会社

科　目 期末残高

親会社等
ソフトバンク株

式会社
14.99% 出資（間接）

受益権の
購入（*1）

72,913
買入金銭
債権

123,050

種　類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額

科　目 期末残高

その他の
関係会社の

子会社

SMBCｺﾝｼｭｰﾏｰ
ﾌｧｲﾅﾝｽ株式会社

－
当社貸出金の
債務保証

貸出金の被保
証（*1）

227,219 － －

種　類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額

保証料の支払
（*1）

14,708
その他の
役務費用

－

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又
は

出資金
（百万
円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所

有）割合
（％）

関連当事
者

との関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科　目
期末残高

（百万円）

資金の貸
付

（*1）
－ 貸出金 94 

役員及び
その近親

者
葉玉　匡美 － － 弁護士 －

当社監査
役



（株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：株）

2. 配当に関する事項
（1）当事業年度（2024年4月1日～2025年3月31日）の配当金支払額

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

① 配当金の総額 未定

② 1株当たりの配当額 未定

③ 基準日 2025年3月31日

④ 効力発生日 未定

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（金融商品関係）

1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に関する取組方針

当社は、インターネット専業銀行として、顧客からの預金受入れ、日本銀行借入金及び市場からのコールマ

ネーにより調達を行い、貸出金及び有価証券の購入等にて運用を行っております。

主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動による不利な影響が生じないよう

に、当社では、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行っております。その一環として、デリバティブ取引を

行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する金融資産は、主として有価証券及び買入金銭債権（資産全体の42％程度）であります。保有有

価証券の主な内訳は、国債、地方債、財投債、社債及び投資信託であり、主にその他有価証券、及び満期保有

目的の債券として保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、為替の変

動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。保有買入金銭債権は主に個人向け債権の流動化商品

を保有しております。これらは、裏付資産の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

また、貸出金（資産全体の43％程度）は個人向けの非事業性ローン、住宅ローン（他行から譲り受けた債権を

含む）、並びに事業性ローンがあり、いずれも顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒され

ております。なお、個人向けの非事業性ローンと、保証付き事業性ローンについては、保証会社の保証付貸出金

であり、顧客の信用リスクを保証会社の契約不履行によってもたらされる信用リスクに転嫁しております。

また、住宅ローンは担保付貸出金であり、担保非保全部分が顧客の信用リスクに晒されております。

その他の金融資産として、短期のコールローンを期中に運用しております。

当社の金融負債は、主として預金（負債全体の93％程度）であり、普通預金、定期預金及びその他の預金から

成り立っております。また、日本銀行借入金及びコールマネーによる資金調達を行う場合もあります。

いずれの負債も金利の変動リスクに晒されております。　

デリバティブ取引は、債券の相場変動のリスクをコントロールする目的で債券先物取引、金利先物取引及び金

利スワップを行い、投資信託の相場変動のリスクをコントロールする目的で株価指数先物取引及び株価指数オ

プション取引を行っております。為替リスクに晒される債券の為替変動のリスクをコントロールする目的で、

また、顧客から受け入れた外貨預金のカバー取引、または外国為替証拠金取引及びそのカバー取引を目的とし

て、通貨先物取引及び為替予約取引を行っております。なお、これらの取引はいずれもヘッジ会計は適用して

おりません。

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

摘要

発行済株式

優先株式 883,000 －　 －　 883,000 －

普通株式 860,000 －　 －　 860,000 －

自己株式

合計 1,743,000 －　 －　 1,743,000 －

合計 100,000 －　 －　 100,000 －

普通株式 100,000 －　 －　 100,000 －

2024年6月21日
定時株主総会

普通株式 1,231百万円 1,620円 2024年3月31日 2024年6月24日

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2024年6月21日
定時株主総会

A種優先株式 1,573百万円 1,782円 2024年3月31日 2024年6月24日



（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当社では、取締役会において定めた普遍的な基本方針「クレジットポリシー」に従い、信用リスク管理体制

を社内規程に定め、信用リスクのコントロールに努めております。また、資産の健全性を確保し、資産内容

を客観的に反映した正確な計算書類の作成及び適切な償却引当を行うため、取締役会において自己査定及び

償却引当の規程を定めております。各部門から独立した監査部が、信用リスク管理状況につき定期的に監査

を行い、与信業務の牽制を行うとともに、取締役会等に監査結果の報告を行っております。

② 市場リスクの管理

（ⅰ）金利リスクの管理

当社では、金利リスク管理の対象となる資産・負債を特定した上で、そのポートフォリオから生じる現在

価値変動額に対してリスク量上限を設定し、日次でその遵守状況を管理しております。また、定期的にイ

ールドカーブの形状変化（フラットニングやスティープニング）に対する現在価値変化の分析も実施し、

資産・負債に与える影響をモニタリングしております。リスクモニタリングにあたっては、フロント・ミ

ドル・バックオフィスの組織的な分離を行ったうえで、業務部門から独立したリスク統括部において実施

する体制としております。モニタリング結果は日次で社内報告を行うとともに、定期的にALM委員会や取

締役会にも報告し、相互牽制体制を確保しております。

（ⅱ）為替リスクの管理

金利リスク管理と同様、為替リスク管理の対象となる資産・負債を特定した上で、投資額とそのポートフ

ォリオから生じる現在価値変動額に対してリスク量上限を設定し、日次でその遵守状況を管理しておりま

す。また、定期的に為替の変動に対する現在価値変化の分析も実施し、資産・負債に与える影響をモニタ

リングしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理

金利リスク管理と同様、価格変動リスク管理の対象となる資産・負債を特定した上で、そのポートフォリ

オの取得原価に対してリスク量上限を設定し、日次でその遵守状況及び時価を管理しております。また、

定期的に、ストレス発生時での価格下落に対する時価変化の分析も実施し、資産・負債に与える影響をモ

ニタリングしております。

（ⅳ）デリバティブ取引

金利リスク管理、為替リスク管理及び価格変動リスク管理の対象となる資産・負債の現在価値変動をコ

ントロールする目的で保有するものについては、金利リスク管理、為替リスク管理及び価格変動リスク

管理の枠組みの中で、それぞれ管理しております。また、外貨預金のカバー取引の状況、外国為替証拠

金取引及びそのカバー取引の状況については、リスク統括部においてモニタリングするとともに、その

結果を日次で社内報告しております。

（ｖ）市場リスクに係る定量的情報

(ア)トレーディング目的の金融商品

当社は、トレーディング目的の金融商品は保有しておりません。

(イ)トレーディング目的以外の金融商品

当社において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける金融資産は、コールローン、買入

金銭債権、有価証券のうち満期保有目的の債券及びその他有価証券に分類される債券、貸出金であり、

これらで資産全体の75％程度を占めております。なお、現金預け金、金銭の信託及び貸出金のうち当

座貸越は、期日の定めがないため金利リスク管理の対象に含めておりません。金融負債は、預金であ

り、負債全体の93％程度を占めております。また、デリバティブ取引は、債券先物取引、金利先物取

引及び金利スワップであります。

当社では、これらの金融商品について、金利変動によるポートフォリオの現在価値の変化額として

「BPV（ベーシス・ポイント･バリュー：金利が0.01％変化したときの時価評価変化額）」を算定し、

金利変動リスク管理にあたっての定量的分析に利用しております。BPVの算定にあたっては、対象とな

る金融商品を商品分類ごとに、それぞれ金利期日等に応じて適切なキャッシュフローに分解し、当社

が定める期間ごとの金利変動による変化額を用いております。金利以外のすべてのリスク変数が一定

であることを仮定し、2025年3月31日現在、指標となる金利が１ベーシス・ポイント（0.01％）上昇

したものと想定した場合には、当該金融商品の時価評価額が純額で109百万円減少し、１ベーシス・

ポイント（0.01％）低下したものと想定した場合には、純額で109百万円増加するものと把握して

おります。

当該変化額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数と

の相関を考慮しておりません。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社では、資金調達において、短期資金（O/N～1ｹ月物）への過度の依存を防ぐために、短期の要資金調達

額に対して上限を設定し、日次でその遵守状況をモニタリングしております。また大量の預金流出など緊急

時の資金調達に備えるため、資金化が可能な資産の残高状況についてもモニタリングしております。



（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった

場合、当該価額が異なることもあります。

2. 金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額、レベルごとの時価は、次のとおりであります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。また、現金預け金、コールローン、外国為替については短期間（６ヶ月以内）で決済されるも
のが大半を占めており、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債（2025年3月31日現在）
（単位：百万円）

買入金銭債権(*1)
有価証券

その他有価証券
国債
地方債
社債
外国株式
外国債券
その他

資産計
デリバティブ取引(*2)(*3)

金利関連取引
通貨関連取引
株式関連取引
債券関連取引

デリバティブ取引計
（*1）買入金銭債権には、その他有価証券と同様の会計処理をしている証券化商品を記載しております。
（*2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を、正味の債権・債務の純額で表示しております。
　　  合計で正味の債務となる項目については、△で示しております。
（*3）デリバティブ取引のうち、ヘッジ会計を適用している取引はありません。

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債（2025年3月31日現在）
（単位：百万円）

買入金銭債権(*1)
金銭の信託
有価証券
 満期保有目的の債券

国債
地方債
社債

貸出金
貸倒引当金(*2)

資産計
預金
借用金
負債計

（*1）買入金銭債権には、満期保有目的の債券と同様の会計処理をしている証券化商品を記載しております。

（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

区分
貸借対照表計上額

レベル1 レベル2 レベル3 合計

4,639 － － 4,639 

－ － 279,442 279,442 

－ － － － 
－ 5,651 8,200 13,851 

－ 6,785 － 6,785 
－ 81,840 － 81,840 

－ － － － 

1,784 － － 1,784 
6,423 94,277 287,642 388,343 

－ － － － 
－ 879 － 879 

－ 879 － 879 
－ － － － 

－ － 2,866 2,866 2,890 △24 

区分
時価 貸借対照表

計上額
差額

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

－ 12,512 － 12,512 12,512 － 

90,611 － － 90,611 92,073 △1,462 

－ 195,885 － 195,885 200,015 △4,129 
－ 220,256 － 220,256 225,564 △5,308 

－ － △1,250 △1,250 △1,250 － 
－ － 1,001,579 1,001,579 935,833 65,746 

65,746 
90,611 428,654 1,003,195 1,522,461 1,467,639 54,821 

－ － 1,000,329 1,000,329 934,583 

△2,716 
－ 99,354 － 99,354 101,900 △2,545 
－ 1,912,078 － 1,912,078 1,912,249 △170 

－ 2,011,432 － 2,011,432 2,014,149 



（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資　産
（1）買入金銭債権

買入金銭債権については、取引金融機関から提示された価格によっております。
なお、当初約定期間が短期間（６ヶ月以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。これらにつきましては、レベル３に分類しております。

（2）金銭の信託
金銭の信託については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており、レベル
２に分類しております。なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関
係）」に記載しております。

（3）有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類して
おります。主に上場株式や国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発
でない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地方債、社債、住宅ローン担保証券がこれに含ま
れます。相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの現在価値技法などの評価技法を用い
て時価を算定しております。評価に当たり重要な観察できないインプットを用いている場合には、レベル３
の時価に分類しております。
また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載しております。

（4）貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信
用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。このうち変動金利によるものは、短
期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。また、固定金利のうち当初約定期間が短期間
（６ヶ月以内）のものは、時価は簿価価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
なお、返済期限の定めのない当座貸越につきましては、将来キャッシュ・フローの見積り額を、無リスク利子
率に一定の調整を加えたレートにて割り引いた現在価値をもって時価としております。
破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づい
て貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額
を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
これらにつきましては、レベル３に分類しております。

負　債
（1）預金

要求払預金については、決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としております。
 また、定期預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた割引現在価

値により時価を算定しております。割引率は、市場金利を用いております。なお、残存期間が短期間（６ヶ
月以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
これらにつきましては、レベル２に分類しております。

（2）借用金
借用金は、残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値を時価としており、レベル２に分
類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引、通貨関連取引、株式関連取引、債券関連取引であり、取引所取引は取
引所等における最終の価格、店頭取引は割引現在価値をもって時価としており、取引所取引は主にレベル１、
店頭取引は主にレベル２に分類しております。

（注２）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債の内レベル３の時価に関する情報
(1)時価の評価プロセスの説明

当社では財務企画部及びリスク統括部にて時価の算定に関する方針、及び手続きを定めております。
第三者から入手した相場価格を使用する場合においては、時価評価に使用するインプットを用いて、当社
にて再計算した結果と比較等を行い、価格の妥当性を検証しております。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

預け金

コールローン

買入金銭債権

有価証券

貸出金（*）

（*）期間の定めのない当座貸越２６１，７２６百万円は含めておりません。

1年以内
1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内

10年超

63,000 

223,535 

12,250 69,535 90,050 33,559 3,022 76,405 

133 276 348 991 4,590 667,766 

2,545 

その他有価証券のうち
満期があるもの

10,381 23,412 19,668 25,670 8,614 25,264 

満期保有目的の債券 175 80,175 411,738 22,793 579 

771,981 合　計 309,476 173,399 521,806 83,014 16,807 



（注４）借用金その他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

預金（*）
借用金

（*）預金のうち、要求払預金１，７５９，８５６百万円は含めておりません。

（有価証券関係）
貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等も含めて記載しております。

1. 満期保有目的の債券（2025年3月31日現在） （単位：百万円）

2. その他有価証券（2025年3月31日現在） （単位：百万円）

3. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）
（単位：百万円）

債券

国債

地方債

社債

その他

外国債券

その他

1年以内
1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内

10年超

－ － 101,900 － － － 
137,506 7,578 2,439 1,040 3,827 － 

－ 

種類
貸借対照表

計上額
時価 差額

合　計 137,506 7,578 104,339 1,040 3,827 

3,207 3,209 1 

その他 － －  － 

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 4,989 5,001 11 

地方債 10,682 10,696 14 

社債

小計 18,880 18,907 27 

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国債 87,083 85,610 △ 1,473 

地方債

その他 2,890 2,866 △ 24 

小計 501,663 490,711 △ 10,951 

214,881 209,559 △ 5,322 

社債 196,807 192,676 △ 4,131 

合計 520,543 509,619 △ 10,924 

種類
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

200 199 0 

社債 － －  － 貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

債券

国債 2,439 2,419 19 

地方債

その他 26,739 26,714 24 

小計 29,379 29,334 44 

その他

外国債券 － －  － 

6,585 6,703 △ 118 

社債 81,840 87,726 △ 5,886 貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

債券

国債 2,199 2,529 △ 330 

地方債

その他 254,487 256,988 △ 2,501 

小計 358,964 368,096 △ 9,131 

その他

外国債券 13,851 14,147 △ 295 

26,493 25 △121 

－ － － 

合計 388,343 397,431 △ 9,087 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

2,822 5 － 

38,095 645 △447 

－ 0 － 

合計 67,411 676 △568 



4. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が
取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額と
するとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。
当事業年度における減損処理額はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社
の区分毎に次のとおり定めております。

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落
要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落

なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは破綻先と
同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが今後経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社であります。また、正常先とは破綻先、
実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。

（金銭の信託関係）
1. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2025年3月31日現在） （単位：百万円）

その他の金銭の信託

（*）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超え

　　 ないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（収益認識関係）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 （単位：百万円）

経常収益
うち役務取引等収益

預金・貸出業務
為替業務

　　代理業務
　　投資信託関係業務
　　その他役務

（*）上表には、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく収益も含んでおります。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報については、「重要な会計方針」「7.収益の計上方法」に記載しております。

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産
その他有価証券評価差額金 百万円
貸倒引当金
資産除去債務
未払事業税
繰延消費税
退職給付引当金
賞与引当金
有価証券償却
その他

繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債

資産除去債務に係る有形固定資産
その他

繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額 百万円

貸借対照表
計上額

取得原価 差額

うち貸借
対照表計上額が

取得原価を
超えるもの

（*）

区分
当事業年度

（自　2024年4月 1日
　　至　2025年3月31日）

71,912 
30,753 
18,439 
10,352 

うち貸借
対照表計上額が

取得原価を
超えないもの

（*）

12,512 12,512 － － － 

３９１
３８３
２０６

0 
140 

1,820 

２,７８２

８３

１５９
１４６
１２３

２９１
７７

３６８
４,０５２

１４５
４,４２１

－
４,４２１



（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 ８３，２８６円４０銭

純資産の部の合計額から控除する金額 ７４，４５７百万円
（うち優先株式払込金額） ６９，９３３百万円
（うち優先株式に係る当期純利益） ４，５２４百万円

普通株式に係る期末の純資産額 ６３，２９７百万円
普通株式の期末の株式数 株主資本等変動計算書関係に記載のとおり

１株当たりの当期純利益金額 ４，６５８円０８銭
普通株式に係る当期純利益 ３，５４０百万円
当期純利益の差額（優先株式に係る当期純利益） 1株当たり純資産額に記載のとおり
普通株式の期中平均株式数 ７６０，０００株

普通株式以外の株式に係る１株当たり当期純利益 ５，１２３円８９銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。
潜在株式はA種優先株式であり、株式数については株主資本等変動計算書関係に記載しております。

（自己資本比率）
銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準)は、１６．７６％であります。

（重要な後発事象）
（当社株式の譲渡による親会社の異動）

PayPay株式会社（以下、PayPay）は、2024年12月17日に関係当局の許認可等が得られることを前提として、
LINEヤフー株式会社の国内金融中間持株会社であるZフィナンシャル株式会社が保有する当社の普通株式および
A種優先株式の株式取得および子会社化を決定しました。

その後、2025年3月にPayPayによる関係当局の許認可の取得手続きが完了し、2025年4月11日に当該株式の取得
および子会社化の手続きが完了しました。

また、PayPayは2025年4月11日付で、三井住友海上火災保険株式会社保有が保有する当社の普通株式4,000株も
取得しました。

その結果、当社の親会社はZフィナンシャル株式会社からPayPayに変更されましたが、この親会社の異動はソフ
トバンクグループ株式会社を頂点とする共通支配下の取引に該当します。

(1)PayPayによる当社株式取得の目的
当社との連携を深化させることで、PayPayが提供する金融サービスのさらなる利便性や顧客満足度
の向上を目指しています。

(2)PayPayが取得した株式の数、取得原価および取得後の持分比率
① 取得株式数：

普通株式　358,000株
（Zフィナンシャル株式会社から354,000株、三井住友海上火災保険株式会社から4,000株）
A種優先株式883,000株（Zフィナンシャル株式会社から883,000株）

② 取得価額：　　　　　11,700百万円
③ 取得後の持分比率：　47.10％

（A種優先株式における普通株式を対価とする取得請求権行使後の議決権比率は75.28％）

(3)その他重要事項
当社が発行したA種優先株式の株主には普通株式を対価とする取得請求権が付されており、PayPayによる当該
優先株式の取得後に当該請求権の行使がありましたので、当該優先株式は2025年４月28日に１：１の比率で
普通株式に転換されました。


